
にし阿波・新商品等開発支援事業助成金 申請要領  
 
１．趣旨  

美馬市、三好市、つるぎ町、東みよし町（以下、「にし阿波」という）の地域産品（農
産物、加工品等）を活用した新商品等の開発に取り組み、にし阿波地域の活性化につな
がる事業を促進するため、助成金を交付します。  

 
２．助成対象者  

助成対象者は、にし阿波管内に主たる店舗や事業所を有する法人、団体又は個人であ
り、税金の未納のない者とします。  

なお、次に該当する場合は対象外とします。  
①  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二

条に規定する暴力団又は暴力団と関係がある場合等  
②  営業に関して必要な許認可等を取得していない者  

 
３．助成対象期間  
  原則、交付決定の日から令和７年１月３１日（金）までに実施される事業が対象です。 
  
４．助成率及び上限額  
  助成対象経費の４分の３以内で、上限額は１５万円とします（千円未満切捨て）。  
 
５．助成対象経費  
  助成対象経費は、次に記載のものとします。ただし、原則、交付決定後から令和７年

１月３１日（金）までに支出が完了したものに限ります。  
①新商品の開発に要する経費（原材料・機器リース料など）  
②新パッケージの開発に要する経費（デザイン料など）  

 
また、次の経費は助成対象外とします。  
①家庭用電気製品など、汎用性のある備品の購入費  
②販売や有償レンタルを目的とした製品、商品等の調達に係る経費  
③消費税及び地方消費税相当額  
④補助事業の目的に合致しないもの  
⑤交付決定日よりも前に発注・契約・購入・支払い（前払いを含む）等を実施した  
 もの  
⑥その他、社会通念上、不適切と認められるもの  

 
６．事業計画の提出について  
  助成金の交付を希望する場合は、令和６年９月６日（金）までに、次の書類を提出し

てください。  
 

①事業計画書  
②収支予算（見込）書  

 
 ※事業内容を審査の上、助成対象事業を決定します。  
 ※法令上実施可能な事業が対象です。  
 ※審査は、  
  ・にし阿波地域の活性化につながる事業  
  ・販路開拓への効果や地域への波及効果  
  ・業務遂行の確実性  
  ・予算の妥当性  
  などの観点から、提出された書面により行います。  
 
７．交付申請について  
  結果通知で採択となった場合は、令和６年９月２７日（金）までに、次の書類を提出

してください。  
 

①交付申請書類等チェックリスト   
②交付申請書（様式第１号）  
③事業計画書（事前審査の提出書類）の写し  
④収支予算（見込）書（事前審査の提出書類）の写し  

  ⑤助成金所要額調書  
  ⑥審査結果通知の写し  

⑦誓約書（様式第２号）  
⑧その他、会長が必要と認めるもの  

※審査結果通知で採択となった事業のみ交付申請の受付をします。  
 



８．助成金の交付決定  
  申請書類を受理した後、その内容を審査し、適正と認められるときは助成金の交付決

定を行います。  
※助成金の交付予定額は取組完了後の最終的な助成金交付額を決定・保証するものでは

ありません。  
 
９．助成事業の遂行  
  助成対象事業者は、助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管

理者の注意をもって事業を行わなければならず、助成金を他の用途へ使用することはで
きません。  

申請内容を変更・中止する場合や助成事業者の情報を変更した場合には、変更（中止
・廃止）承認申請書（様式第３号）により、承認を受ける必要があります。  

 
１０．実績報告書の提出  

助成事業完了後３０日以内に、次の書類を提出してください。  
 

①実績報告書類等チェックリスト  
②実績報告書（様式第４号）  
③事業実績報告書  
④収支決算書  
⑤契約書、領収書等（契約日、支払日などが確認できる書類）の写し  
⑥成果物の写真（事業内容が確認できるもの）  
 

 ※対象経費は、原則、交付決定後から令和７年１月３１日（金）までに支出が完了した
ものに限ります。  

 ※立入検査を行う場合がありますので、助成事業の証拠書類は整理保存してください。  
 
１１．助成金の請求  
  実績報告書等の提出資料の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、適正と認め

られた場合には、額の確定を行います。額の確定通知書を受領した後、請求書（様式第
５号）を提出してください。  

 
１２．注意事項  

①助成事業に係る経理の収支状況を記載した会計帳簿その他関係書類は、助成事業の
完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管してください。  

②交付申請額が必ずしも交付決定額となるものではありません。  
③次のいずれかに該当するときは、当該助成金の全部若しくは一部の決定の取消しを

行います。  
 ア 交付決定の内容に違反したとき  
 イ 助成金を目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付けし、又は担保にしたと

認められたとき  
④偽りその他不正の行為があったとき、その他要綱、要領に違反したと認められると

きは、助成金の返還を命ずることができることとします。  
 
１３．その他  

この要領に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定めることとします。  
 
１４．事業計画受付期間  
  令和６年７月２９日（月）から令和６年９月６日（金）（必着）まで  
 
１５．提出方法  

電子メール又は郵送にて提出してください。  
 ※郵送の場合は、簡易書留など、郵便物の追跡ができる方法で送付してください。  
 ※電子データで提出する場合は、ＰＤＦに変換の上、提出してください。  
 ※申請書類の到達の有無に関するお問い合わせについては、お答えいたしかねますので、

あらかじめご了承願います。  
 
１６．提出先・問合せ先  
  にし阿波・地域連携ビジネス創出支援事業運営協議会事務局  
  （徳島県西部総合県民局地域創生観光部（美馬）にし阿波振興担当内）  
  住所：徳島県美馬市脇町大字猪尻字建神社下南７３  
  電話：０８８３－５３－２３９７  
  Mail：seibu_c_mm@pref.tokushima.lg.jp 
 
 
 



（事業の流れ）  
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（４）交付申請書の提出  

（５）交付決定通知書の送付  

（６）事業の実施  
実施期限：令和７年１月３１日  

（７）実績報告書の提出  

（９）額の確定通知書の送付  

（１０）請求書の提出  

（１１）助成金の振込  

（１）事業計画書等の提出  

（２）審査  

（３）審査結果通知書の送付  

【交付申請】  
※（３）で採択となった事業のみ  

交付申請の受付をします。  

【事業計画書の提出】  

（８）審査  

提出期限：令和６年９月６日（必着） 

提出期限：令和６年９月２７日（必着） 

提出期限：事業完了後３０日以内  


